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1.は じ め に
1999年の トルコ ・コジャエリ地震や台湾 ・集集地震,
昨年もアルジェリア ・ブーメルデス地震,イラン。バム地
震と,極めて大きな建築物被害を伴う地震災害が世界各地
で後を絶たない。被害要因については設計法,施工の質な
どに起因する技術的な問題から各国に固有の社会的な問題
まで多岐にわたリー 概に議論することは困難であるが,技
術者の立場から考察すると一つの共通点に気がつく。それ
は日本の建物ではあまり用いられない組積造壁が多用され
ていることである。組積造壁あるいは組積造壁を有する建
物の耐震性能を正しく評価し然るべき措置をとることによ
り,世界の地震災害は劇的に軽減することができると考え
られる。
このような背景の下,本研究では地震に対 して脆弱な無
補強組積造 (以下,URM)建築を合理的に耐震化するた
めの手法について議論する。はじめに,筆者らが既に実施
した韓国のURM壁を有する鉄筋コンクリー ト造 (以下,
RC)柱梁架構の耐震実験から得られた結果,と くに本構
造の水平力抵抗機構について考察する。続いて,以上によ
り得 られた知見に基づいて,URM壁が比較的大きな水平
耐力を合理的に発現し得る手法を提示するとともに,要素
実験を実施して本手法の有効性について検討する。
2.枠組組積造壁の耐震実験
2.1 試験体および実験方法の概要
筆者らは2003年度,韓国の1980年代の学校建物を対象
に,その外壁や間仕切壁として用いられる無補強プロック
造壁を有するRC実大架構の耐震実験Dを実施した。本実
験では開口形状および軸力を変動因子とする計4体の試験
体を計画したが,本報では図1に示すa)無開回のブロッ
ク造壁を有する無開口試験体と,b)カロカ方向負側の柱に
隣接するドア開口を有するドア開口試験体の2体の実験結
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図1 試験体
果について考察する。これらの試験体はともに1階の架構
を想定しており後述するように作用軸力は等しい。材料試
験結果をはじめとするその他の詳細事項については文献1)
を参照されたい。
水平力の載荷方法は試験体面内方向への準静的な正負交
番載荷 とし,原則 として試験体の頂部変形角 1/1000,
1/500,1/250,1/150,1/100,1/50までそれぞれ2.5回ず
つ繰 り返 した (厳密な載荷履歴については文献 1)を参
照)。また,鉛直方向には1440 kNの一定軸力を加えた。
2.2 実験結果の概要
無開口試験体, ドア開口試験体ともに圧縮側柱脚部が曲
げ降伏 した後にせん断破壊して終局に至ったが,両者の耐
震性能には大きな違いが見られた.
図2に各試験体の荷重一変形関係を示す。同図には,
URM壁を無視 し,且つ架構両端の柱の頭部と脚部が曲げ
降伏すると仮定した場合に柱の曲げ降伏耐力の計算値ML幼
に基づいて算出される架構全体への入力せん断力の計算値
(=鮭柱Mu十右柱Mu)/(hc/2),hc:柱内法高さ)を併
せて示 した。実験より得られた架構全体のせん断耐力は,
柱のみの曲げ降伏を仮定した場合の入力せん断力の計算値
に対 して,無開口試験体で約 1.4倍, ドア開口試験体でほ
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図2 荷重一変形関係
ぼ同程度であったことから,両者の水平力抵抗機構は大き
く異なることが推察される。また,架構に入力されるせん
断力が異なるため,両者の変形性能にも大きな違いが見ら
れた。これらに代表される両試験体の性能の違いについて
以下で解説する。
2.3 枠組組積造壁の水平力抵抗機構
前述のように,無開口試験体は柱のみの水平耐力の計算
値のおよそ1.4倍の耐力を発現したが,この結果に基づい
てURM壁が負担する最大平均せん断応力度 (=(架構全
体の耐カー柱のみの水平耐力の計算値)/URM壁の水平
断面積)を計算するとおよそ0.4N/-2となる。これは一
般的なRC柱(1<せん断スパン比<3),壁(両側柱付
壁)の終局時平均せん断応力度がそれぞれlN/mm2,
3N/mm2と想定されているのことを考慮すると比較的大
きなせん断カレベルであると言えよう。一方, ドア開口試
験体の水平耐力は柱のみの耐力の計算値とほぼ一致したた
め,URM壁が負担する平均せん断応力度はおよそ0とい
うことになる。これは,無開口試験体ではURII壁が周囲
をRC架構に拘束されており架構の変形に追随してせん断
変形するため,図3(a)|こ示すような壁対角線方向の圧縮
ストラットが形成されるが, ドア開口試験体では開口部に
URM壁の変形を拘束する要素がないため,架構が大きく
変形しても図3(b)のように壁は脚部を水平に横断したひ
び割れに沿って剛体運動するのみであり,圧縮ストラット
が形成されないためと考えられる.図4には各試験体の最
終破壊状況を示すが,試験体のひび割れパターンは上記の
考察を裏付けている。すなわち,本構造におけるURNII壁
の水平耐力の大部分は組積ユニット間水平方向の接着力や
摩擦力ではなく,壁全体のせん断変形に伴う圧縮ストラッ
トによつて発現されると考えるのが妥当である。
以上では,URIII壁が効果的に耐力を発現するためには,
壁面内方向の圧縮ストラットの形成が重要であることにつ
いて述べたが,続いて,圧縮ストラットの形成条件につい
て考察を加える。本実験で対象とした枠組組積造壁では圧
縮ストラットの形成に壁周辺の架構が寄与するところが大
きく,圧縮ストラット端部の反力を周辺フレームに依存し
ている。ずなわち圧縮ストラット形成の一つ目の条件とし
て,「圧縮ストラツト端部の反力の確保」が挙げられる。
o 無開口試験体  o ドア開口試験体
図3 水平力抵抗機構
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図5 圧縮ストラットの形成方法
ドア開口試験体は本条件を満足しなかったために圧縮ス ト
ラットが形成されなかったと考えられる。ここで,仮に図
5(a)に示すようにURM壁の開口側脚部に何 らかの反力
要素を確保すれば上記の条件は満足することとなるが。こ
れだけではすべ りを生じる目地が1段上方に移動するだけ
で,依然として圧縮ス トラツトが形成されないことは容易
に予想できる.ドア開口試験体に圧縮ス トラットを形成す
るためには,図5(b)のようにドア開口に沿う補強要素を
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設け,壁全体の一体性を確保する必要がある。従って,圧
縮ス トラット形成の二つ目の条件は,「面材の一体性の確
保」と表現することができよう。無開口試験体は結果的に
上記の二条件を満足 している。
ところで,面材の一体JLを確保するためには,無開口試
験体や図5(b)のように壁周辺に架構を設ける方法の他に
も,組積ユニット同士に大きな結合力を確保する方法が挙
げられる。具体的には,図5(c)|こ示すようにユニット間
にだぼ (結合材)を設ける方法 (鉄筋による補強組積造も
この一種 と考えられる)や,図5(d)のように組積ユニッ
トに凹凸を設けユニット間の噛み合い (インターロッキン
グ機構)を利用する方法である。とくに後者は従来の
URNI壁で用いられてきた素材以外の二次材料 (壁周辺の
枠,鉄筋,だぼなど)を必要とせず,在来の壁を遥かに上
回る耐震性能を実現できる可能性を有しており,その耐震
性が確認された場合,と くに耐震化されていない組積造建
築を多用する途上国での利用価値は大きいと判断する。そ
こで,以下では本手法の有効性,実現性を検証するため,
組積ユニットに加工を施 したuRNI壁の要素実験を実施 し
た。
3.組積造建築の高耐震性能化の実現可能性
3.1 インターロッキング機構を利用したURM壁の要素試
験体
本研究では,URM壁のプロ トタイプとして,図 6(a)
に示す従来型の直方体ユニットを組積する壁に加え,図
6(b)のように凹凸を設けた組積ユニットを用いる壁の2
種類を想定した。さらに,各壁の最小結合単位 として図6
中黒枠で示す4種類の要素を仮定した。以下では,これら
のURM壁要素を簡略に表現した3種類の試験体の要素実
験を行った結果を報告する。各試験体の詳細を図7に示
す。無加工試験体は普通れんが4種をモルタルを介 して3
段に組積 した試験体である。加工試験体 I,Ⅱは無加工試
験体と同一の普通れんがに図7(b),(c)の加工をそれぞ
れ施し,同様に組積した訓験体である。モルタルの配合は,
文献4),5)を参考に施工性や期待される目地強度などを
考慮して,セメント:砂:水=1:2:0.5とした。
3.2 実験結果
試験体 (モルタル)材齢4週強度時にプリズム試験体の
せん断実験を実施した。実験は東京大学生産技術研究所,
材料 ・材質評価センターのオー トグラフを用いて実施 し
た.図8(a)|こ各試験体の加力条件を,写真 1に加工試験
体 Iの加力時の様子をそれぞれ示す。
図9に実験より得られた各試験体の荷重一変形関係を示
す。ここで,荷重とはオートグラフのロードセルにより計
測された力,変形とはオートグラフ加カヘッドの下がり量
を指す。また,同図右佃1の縦軸には荷重 (左側の縦軸)に
対応する各試験体の1水平目地あたりの平均せん断応力度
無加工要素        加工要素Ⅱ
o従来型    oイ ンター ロッキング型
図6 URPI壁のプロトタイプ
無加工要素
    ③ 無加
?
?〕蒻 鰤蜃肇
鰊
一
躙
加工要素I
ぐぅカロ
加工要素Ⅱ
0
図7 プリズム試験体の詳細
(=荷重/(2×各試験体の水平接着面断面積 (ともに
210 cm2)))を併せて示 した。各試験体の 1水平目地に対
する最大平均せん断応力度は,無加工試験体で0.62N/-2,
加工試験体 Iで1.41N/mm2,ヵロェ試験体Ⅱで1.33N/111m2
であり,加工試験体の耐力が無加工試験体を2倍以上上回
る結果となった。ただし,本実験では試験体の各ユニット
間に純せん断に近い載荷を行ったため,無加工試験体も非
常に高い耐力を発現したことに留意する必要がある。実際
のURNII壁は純せん断ではなく曲げせん断下にあるため,
水平目地にはより大きな引張応力が作用し早期にひび害Jれ
が生じるため,本実験で記録したレベルの水平力は負担で
きないと考えられる。一方,加工試験体では曲げせん断を
力日
||||||||||||||||||||||||||||IIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIIllllllllllllllllllllllll
91
508   56巻6号(2004)                                     生 産 研 究
研 究 速 報 ||II II I IIIII I I I I IIII I11 1 111 1 1 1111 1 11 1 1 11 1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1 1111 111 11 11111111111111 1 11 11 1 11 1 11 1 1 1111111
加工試験体I
加工試験体Ⅱ
変形(mm)
一―無加工試験体 ―― 加工試験体 I……加工試験体Ⅱ “ 破壊点
図9 荷重一変形関係 .
局所的にせん断変形 し引張破壊 して終局に至ったことがわ
かる。
4. ま
図8 カ日力条件および最終破壊状況
受けてひび割れが生 じても,ユニット間の噛み合いが確保
される限りせん断抵抗機構を失わないため,純せん断下に
近い耐力を発現することが期待される。こうした破壊経過
が如実に観察された例が加工試験体 Iであり,れんがとモ
ルタルの接着面の剥離によリー 旦耐力が低下するが,ユニ
ット間の噛み合いにより再度耐力を発現する現象が捉えら
れた。図8(b)にすべての試験体の最終破壊状況を示す。
無加工試験体はれんがとモルタルの接着面の剥離により最
大耐力に達したのに対し,加工試験体 I,Ⅱは,れんがが
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本研究では地震に対 して脆弱なURNII建築を合理的に高
耐震性能化するための手法を実現することを目的として,
枠組組積造壁の実大実験より得られたURM壁の水平力抵
抗機構について整理するとともに,組積ユニットに凹凸を
設けたURM壁の要素実験を実施した。本稿で得られた知
見は下記の通り要約される。
1)URNI壁を有するRC架構において,壁が合理的に耐力
を発現するためには,壁面内方向の圧縮ス トラットの
形成が不可欠である。
2)URM壁の圧縮ス トラットの形成には,圧縮ス トラット
端部の反力と,壁の一体性を確保する必要がある。
3)URNI壁の一体性を確保する一手法としてインターロッ
キング機構を利用する方法がある。本手法の大きな利
点は,従来のURNII壁で用いられてきた素材以外の二
次材料を必要としない点である。
4)インターロッキング機構を利用 したURM壁の要素実
験を実施 した結果,本構造のせん断耐力は従来の直方
体ユニットを用いた壁を大きく上回ることを確認した。
また,本構造は曲げせん断力下においても効果的に耐
力を発現することが期待される。
以上では,URM壁の面内方向の性能について議論した。
面外方向の性能については今後の課題とするが,本稿で示
したインターロッキング機構は面外の性能にも有効に機能
し得ると考えており,その検証実験を計画している。
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